
▼
 ○新図書館整備事業　　 　13億624万円
 ○図書館システム構築事業　 4,840万円
▼
 ○（仮称）東部一般廃棄物最終処分場整
 　備事業　　　　　　　 18億7,987万円
▼
 ○東予運動公園整備事業（屋内体育施設
 　整備）　　　　　　　　 ９億564万円
 ○まちづくり基盤整備事業 ６億700万円
 ○橋りょう長寿命化事業　　 1,200万円
 ○船屋王至森寺線道路改良事業
 　　　　　　　　　　　　　 3,000万円
 ○壬生川地区小型船だまり建設事業
 　　　　　　　　　　　　　 2,459万円
▼
 ○システム農学会開催事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　 30万円
 ○フィールド大学事業　　　　 150万円
 ○大学と連携した地域づくり助成事業
 　　　　　　　　　　　　　 1,278万円

▼
 ○企業立地促進奨励金　 １億1,900万円
 ○「水と食」調査研究事業　　 500万円
 ○地域産業活性化推進事業　 1,674万円
 ○四国鉄道文化館等管理運営事業
 　　　　　　　　　　　　　 3,300万円
 ○合宿都市構想推進事業　　　 126万円
▼
 ○Ｏターン推進事業　　　　　 115万円
 ○人材マッチング・合同就職面接会開催
 　事業　　　　　　　　　　　　31万円
 ○求職者対象パソコン研修事業
 　　　　　　　　　　　　　　 265万円
▼
 ○福祉基金事業　　　　　　　 712万円
 ○心身障害者扶養共済費　　 4,530万円
 ○障害者小規模作業所運営事業
 　　　　　　　　　　　　　 2,924万円
 ○障害児保育事業　　　　　 4,302万円
▼
 ○予防事業費（麻しん予防接種）
 　　　　　　　　　　　　　 1,978万円
 ○特定不妊治療費助成事業　　 101万円

▼
 ○乳幼児医療費助成事業 ２億2,091万円
 ○放課後児童健全育成事業 １億683万円
 ○放課後子ども教室推進事業　 605万円
 ○21世紀を担う子育て事業　　 506万円
▼
 ○特別支援教育支援員配置事業
 　　　　　　　　　　　　　 3,301万円
▼
 ○高地運動指導事業　　　　　 123万円
 ○石鎚山系元気ウォーキング大会開催事
 　業　　　　　　　　　　　　 209万円
 ○次世代育成支援スポーツ事業
 　　　　　　　　　　　　　 1,032万円
▼
 ○携帯電話発信位置情報受信システム整
 　備事業　　　　　　　　　　 226万円
 ○横断歩道注意喚起事業　　　 396万円
 ○地域防災計画策定事業　　 4,570万円
 ○市民総合防災訓練実施事業　 130万円
 ○浸水対策事業　　　　　　 2,200万円
 ○浸水水位表示板設置事業　　 105万円
 ○木製ダム調査研究事業　　　 272万円
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病院事業会計 ３３億７,６７７万円
水道事業会計
企 業 会 計 名 当 初 予 算 額

特 別 会 計 名 当 初 予 算 額

２３億６,４２２万円

壬生川財産区 ４２１万円
庄内財産区 １３２万円
畑地かん水事業 ２,７２９万円

２,９０７万円
本谷温泉事業 ２,３２８万円
小松地域交流事業 ２億６,４７１万円
土地開発事業 ７８７万円

１億９, ４４４万円
港湾上屋事業 ５８０万円

公共下水道事業 ５６億　 ４１４万円
小規模下水道事業 １億３,１１９万円

簡易水道事業 ２億２,０３８万円
介護保険 ８９億　 ８０７万円
老人保健 １２億１,９７３万円
国民健康保険 １２３億６,９６１万円

後期高齢者医療保険 １５億９,７９６万円市税 41.4％　　　　　　
１６８億３６６万円

民生費 30.9％　　　　　
１２５億４,６５４万円

公債費 13.4％　　　　　
５４億２,２６１万円

土木費 11.5％　　　　　
４６億７,１５３万円

教育費 11.0％　　　　　
４４億８,４８８万円

衛生費 13.2％　　　　　
５３億８,１６７万円

総務費 10.3％　　　　　
４１億６,３６２万円

地方交付税 15.7％　　　
６３億６,４５１万円

国庫支出金 10.5％　　　
４２億５,５６０万円

市債 10.6％　　　　　　
４３億１,５１０万円

県支出金  5.7％　　　　
２３億１,１７１万円

▼
 ○12歳教育推進事業　　　　　 285万円
 ○防災教育推進事業　　　　　 120万円
▼
 ○浄化槽設置整備事業　 １億5,304万円
 ○地下水資源調査解析事業　 3,330万円
 ○地下水シンポジウム開催事業　49万円
▼
 ○頑張る農家支援事業　　　　 370万円
 ○水田農業構造改革対策事業費補助金
 　　　　　　　　　　　　　 2,395万円
 ○農村環境保全向上活動支援事業費補助
 　金　　　　　　　　　　　 7,930万円
 ○団体営基盤整備促進事業費補助金
 　　　　　　　　　　　　　 7,337万円
 ○市単土地改良事業費等補助金
 　　　　　　　　　　　　　 3,000万円
 ○河原津漁港整備事業　　　 8,802万円
▼
 ○大町公民館建設事業　　　 7,931万円
▼
 ○病院事業会計財源不足補てん補助金
　　　　　　　　　　　　９億8,687万円

その他  1.2％　　　　
４億８,４７４万円

地方特例交付金  0.4％
１億５,０００万円

繰入金  4.2％　　　　
１６億９,８８７万円

地方譲与税  1.1％　　
４億６,７００万円

使用料・手数料  1.4％
５億６,７４０万円

地方消費税交付金  2.4％
９億８,３００万円

分担金・負担金  2.5％
１０億２,９１３万円

諸収入  2.9％　　　　
１１億９,９２８万円

その他  0.6％　　　　
２億７,１４９万円

議会費  0.8％　　　　
３億２,３９１万円

商工費  2.7％　　　　
１１億１,２４５万円

消防費  3.3％　　　　
１３億２,３２８万円

農林水産業費  2.3％　
９億２,８０２万円

▼ 地方債の繰上償還等を行います ▼

0％

50％

100％

ひうち地域振興整備事業

住宅新築資金等貸付事業

住宅新築資金等貸付事業特
別会計

80億3,153万円16億1,469万円30億8,026万円33億3,658万円

6億9,910万円4,327万円3億6,717万円2億8,866万円

2億9,987万円0円2億5,732万円4,255万円

2,147万円1,538万円609万円0円

8,028万円0円6,528万円1,500万円

59億3,948万円10億4,330万円19億8,653万円29億　965万円

1億1,338万円0円9,021万円2,317万円

8億7,795万円5億1,274万円3億　766万円5,755万円

平成19年度 合　　計

合　　　　計

会　  計 　 名

病院事業会計

水道事業会計

簡易水道事業特別会計

一般会計

公共下水道事業特別会計

小規模下水道事業特別会計

平成20年度
（予定）

平成21年度
（予定）

　市では将来の財政負担の軽減を図るため、過去に国などの公的機関から借り入れた
高利率（年利5.0％以上）の地方債について、繰上償還または低利な地方債への借換
を行います。（繰上償還を行う会計は下表のとおり）
　これまで繰上償還を行うには補償金の支払いが必要でしたが、今回は財政の健全化
に取り組むことを前提にそれが免除されます。5.0％以上で借り入れた地方債のうち
国の承認があったものについて、平成19年度から３年間で約80億円の繰上償還などを
行うことによって、将来の利子負担を軽減することができます。
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